
独立社外取締役の独立性判断基準

当社の社外取締役が独立性を有すると判断するためには、現在または最近において、以下

の要件の全てに該当しないことを必要とします。

１．主要な取引先

（１）当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者

（２）当社の主要な取引先またはその業務執行者

２．専門家

（１）当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計

専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当

該団体に所属する者をいいます）

３．近親者

（１）上記１．または２．の近親者

（２）当社の子会社の業務執行者、取締役の近親者

（３）最近において当社または当社の子会社の業務執行者、取締役だった者の近親者

（注１）「最近において」とは、実質的に現在と同視できるような場合をいいます

（注２）「主要な取引先」とは、当該取引先との取引による売上高等が当社の売上高等の相

当部分を占めている相手や、当社の事業活動に欠くことのできないような商品・

役務の提供を行っている相手をいいます

（注３）「業務執行者」とは、会社法施行規則に規定する業務執行者をいいます

（注４）「近親者」とは、二親等内の親族をいいます
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